
 

 
平成２３年６月３０日 

公益信託の現況－平成２２年公益信託概況調査結果 

総務省では、公益信託の実態を把握するため、平成 11 年から毎年、公益信託の所管官

庁（国の行政機関、都道府県の知事部局・教育委員会）に対し、調査を行っています。 

この度、公益信託の所管官庁からの回答に基づき、平成２２年１２月１日現在の調査

結果を取りまとめましたので公表します。 

 

１．信託数 

   平成２２年１２月１日現在の公益信託の信託数は５４３件で（表１）、前年（２１年１２

月１日現在）より２６件の減少となっている。また２１年１２月２日から２２年１２月１

日の間における新規信託数は３件、当該信託財産（当初）は約５億円となっている。 

 

 

２．信託財産 
平成２２年１２月１日現在の信託数に対する２２年３月末日現在の信託財産は約６５

３億円で、前年（２１年３月末現在）より約３０億円の減少となっている（表１）。 

 

３．信託目的別信託数 

平成２２年１２月１日現在の公益信託の信託目的別の信託数をみると（表２）、全体で

は、奨学金支給、教育振興、自然科学研究助成の順に割合が高い。また、個々の信託目

的を所管別に見ると、国所管では自然科学研究助成、国際協力・国際交流促進、奨学金

支給の順に割合が高く、都道府県・教育委員会所管では奨学金支給、教育振興、社会福

祉の順に割合が高い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１  信託財産規模別信託数 

 

表２  信託目的別信託数 

 

信託財産 信託財産

所管官庁 合計金額 平均金額
（千円） （千円）

国　 所　 管 172 17 67 33 43 12 29,984,490 174,328
都道府県・教育委員会所管 371 68 157 68 66 12 35,361,481 95,314

543 85 224 101 109 24
比率(%) 15.7 41.3 18.6 20.1 4.4

（注）共管重複分を除く実数。

合　　　　計 65,345,971 120,342

信託財産規模別信託数

信託数
1千万円
未　　満

1千万円以上
５千万円未満

5千万円以上
１億円未満

１億円以上
５億円未満

５億円以上

割合(％) 割合(％) 割合(％)

奨 学 金 支 給 194 28.7 28 12.6 166 36.6

自 然 科 学 研 究 助 成 81 12.0 61 27.4 20 4.4

人 文 科 学 研 究 助 成 17 2.5 15 6.7 2 0.4

教 育 振 興 85 12.6 6 2.7 79 17.4

社 会 福 祉 62 9.2 12 5.4 50 11.0

芸 術 ・ 文 化 振 興 46 6.8 15 6.7 31 6.8

文 化 財 の 保 存 活 用 8 1.2 3 1.3 5 1.1

動 植 物 の 保 護 繁 殖 5 0.7 2 0.9 3 0.7

自 然 環 境 の 保 全 36 5.3 13 5.8 23 5.1

緑 化 推 進 3 0.4 1 0.4 2 0.4

都 市 環 境 の 整 備 ・ 保 全 28 4.1 5 2.2 23 5.1

国 際 協 力 ・ 国 際 交 流 促 進 68 10.1 49 22.0 19 4.2

そ の 他 43 6.4 13 5.8 30 6.6

合 計 676 100.0 223 100.0 453 100.0

（注）　1　複数の信託目的を有する信託があり、信託目的別信託数の合計は延べ数である。
　　　　2　割合は、延べ信託数に対する百分率。

信託目的
合　　　計 国  所  管 都道府県・教育委員会所管



 

 

４．主務官庁別信託数 
 

平成２２年１２月１日現在の公益信託の主務官庁別の信託数は次のとおり（表３）。 
表３ 主務官庁（府省）別信託数 

 
 

５．授益行為の状況 
 
平成２２年１２月１日現在の信託における２１年度までの授益行為をみると（表４）、

個人を対象としているものが、件数では全 111,617 件のうち 75,304 件と 67.5％を占め、

金額では４６９億円のうち２１４億円と 45.6％を占めており、件数及び金額ともに割合

が最も高い。 

 

※ 授益行為とは、助成金等の支給、物品の配布といった資金又は物品の給付を指す。 

 

表４ 授益行為対象別件数・金額（累計） 
（金額の単位：千円）

授益行為対象別件数・金額

信託数 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

国 所 管 172 21,567 13,062,001 5,046 4,436,219 3,378 3,341,563 29,991 20,839,783

都道府県・教育委員会所管 371 53,737 8,318,750 19,470 8,894,196 8,419 8,837,718 81,626 26,050,664

合 計 543 75,304 21,380,751 24,516 13,330,415 11,797 12,179,281 111,617 46,890,447

67.5 － 22.0 － 10.6 － 100.0 —

－ 45.6 － 28.4 － 26.0 － 100.0

(注)　共管重複分を除く実数。

受益行為対象別金額の比率（％）

所管官庁 個人 任意団体 法人 合計

受益行為対象別件数の比率（％）

 

（連絡先）  

総務省大臣官房総務課管理室  福島・森山 

（代表）03-5253-5111（内線5182） （直通）03-5253-5182  

（FAX） 03-5253-5190 
 

本省庁 地方支分部局 都道府県知事
都道府県

教育委員会
合計 割合（％）

内 閣 府 0 － 16 － 16 2.8

警 察 庁 1 － 1 － 2 0.4

金 融 庁 0 0 0 － 0 0.0

総 務 省 14 0 12 － 26 4.6

法 務 省 2 － 0 － 2 0.4

外 務 省 15 － 0 － 15 2.7

財 務 省 0 0 0 － 0 0.0

文 部 科 学 省 83 － 6 258 347 61.4

厚 生 労 働 省 28 0 41 － 69 12.2

農 林 水 産 省 7 － 4 － 11 1.9

経 済 産 業 省 16 － 1 － 17 3.0

国 土 交 通 省 8 0 23 － 31 5.5

環 境 省 16 0 13 － 29 5.1

防 衛 省 0 － 0 － 0 0.0

省 庁 別 合 計 190 0 117 258 565 100.0

（注）　合計は、共管重複分を除いていない単純合計。


